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ＡＳＥＡＮ経済統合と
後発国

金森 俊樹

１．ＡＳＥＡＮは現在、2015 年に向けての経済統合を進めているが、同時

並行的にアジア太平洋地域で動いているその他の様々な地域経済協力

との関係では、ＡＳＥＡＮとしての中心性の確保、地域内の連結性の

強化を最重要視している。

２．国際的に見ると、一般的に地域連携の政治外交的側面が重視される傾

向が強く、米中等のＡＳＥＡＮとの関わりも、この文脈で考える必要

がある。

３．アジアでの今後のインフラ需要は膨大であり、特にＡＳＥＡＮ全体で

は、まずは輸送インフラの整備が域内の発展に有効である。

４．アジアでは、金融危機を経て、実体面での統合に先立って、チェンマイ・

イニシアチブ（ＣＭＩ）やアジア債券市場育成イニシアチブといった

金融面での協力が進んでいる。特にＣＬＭＶに配慮したマルチ化され

たＣＭＩの枠組みは、今後、他の地域協力の枠組みの参考になる。

５．ＡＳＥＡＮとして今後経済統合をさらに進めていく過程で、開発格差

を縮小させ、域内のバランスのとれた発展を達成するための方策を同

時に考えていく必要がある。当面は、経済特区の集中的整備、輸送ハ

ブの構築、人材・組織面での育成強化といった面での取り組みが効果

的と思われる。
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ＡＳＥＡＮ経済統合と後発国

１章　ＡＳＥＡＮの設立・進展
ＡＳＥＡＮは、域内の経済成長と社会・文化的

発展の促進、地域の政治経済的安定の確保、およ

び域内の諸問題解決を目的に 1967 年に設立され

た。原加盟国は、インドネシア、マレーシア、シ

ンガポール、フィリピン、タイの５カ国で、その

後 84 年にブルネイが加盟した。さらに、ベトナ

ムが 95 年、ラオスとミャンマーが 97 年、カン

ボジアが 99 年に加盟し、これら後発４カ国はそ

の頭文字をとってＣＬＭＶと呼ばれている。

域内経済協力については、92 年の公式首脳会

談で「経済協力に関する枠組み協定」が採択さ

れ、ＡＳＥＡＮ自由貿易地域（ＡＦＴＡ）を創設

し、域内の関税障壁、非関税障壁を引き下げ、貿

易の自由化、経済活性化を図ることが合意された。

99 年のＡＦＴＡ評議会で、全ての産品に対する

輸入関税の撤廃目標を、原加盟国とブルネイにつ

いては 2015 年、その他の国については 2018 年

とすることを決定し、投資についても、1998 年

にＡＳＥＡＮ投資地域（ＡＩＡ）枠組み協定が採

択され、域内の他の加盟国の投資家への内国民待

遇、全ての産業への投資開放を 2010 年までに付

与すること、その他の全ての国に対しては 2020

年までに適用すること、さらに域内のヒトの移動

の自由化も推進していくことが決定された。ＡＩ

Ａは、その後、2009 年に締結されたＡＳＥＡＮ

包括投資協定（ＡＣＩＡ）に取って代わられたが、

ＡＣＩＡでは、投資受入国の投資者への強制要求

（performance requirements）の禁止や、幹部の

任命にあたっての投資者の自由を確保すること、

紛争処理システムの整備等、より投資者の保護に

配慮した内容が盛り込まれている。その他、通関

手続きの簡素化・相互認証なども、おのおのの枠

組み協定に基づき進められている。これら枠組み

では、基本的に、関税について後発国への配慮が

あり、それ以外では目立った扱いの違いはないも

ようである。既に原加盟国間では、ほぼ全ての貿

易で、関税は０～５％まで引き下げられており、

ヒトの流れについても、加盟国間の観光ビザの廃

止、看護師等の職業資格の相互承認などが進んで

いる。

歴史的に見ると、ＡＳＥＡＮが発足した 1967

年は冷戦の時代にあり、ベトナム戦争を背景とし

て、地域協力、地域の安定性を模索する動きが活

発化し、機能が停止していた東南アジア連合（Ａ

ＳＡ；タイ、フィリピン、マラヤ連邦で構成）に

代わる形で、ＡＳＥＡＮが設立された。このよう

に、当初は、反共産主義勢力を結集することが主

たる目的であったようにみられるが、その後、政

治・安全保障面のみならず、経済や社会文化面で

も着実に域内統合を進めてきた。日本、米国、豪州、

中国、韓国等のアジア太平洋諸国は、ＡＳＥＡＮ

との関わりの中で、輸出市場、直接投資先、資源

確保、あるいは安全保障面での考慮等、それぞれ

の立場から重視する面も一様ではなかったと思わ

れるが、近年、基本的にＡＳＥＡＮとの関係強化

を模索する方向にある。これに対し、ＡＳＥＡＮ

側は、ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６、環太平

洋経済連携協定（ＴＰＰ）といった地域の様々な

枠組みが議論される中で、ＡＳＥＡＮとしての中

心性（centrality）を確保していくことを最も重

視し、それを前提に、様々な国際的枠組みに関す

る議論へ参加し、あるいは周辺諸国との関係をど

う進めていくべきかを考慮しているというのが現

状であろう。
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２章　ＡＳＥＡＮとアジア太平洋
諸国

１．地域協力枠組みとしての性格

地域協力を推進する枠組みとしては、政府レベ

ル、民間レベルで様々な形態があり、その目的も

一様ではないが、ＡＳＥＡＮは、アジア太平洋経

済協力会議（ＡＰＥＣ）や南アジア地域協力連合

（ＳＡＡＲＣ）等と並んで、「地域統合をにらんだ

包括的な政府間の制度的枠組み」と位置付けられ

る。

アジア開発銀行（ＡＤＢ）は、地域協力を推進

する主たる分野として、貿易 ･ 投資、金融、イン

フラ建設、地域的公共財の提供という４つの柱を

掲げているが、ＡＳＥＡＮとしては、これらのうち、

まず貿易・投資分野に力を入れ、域内、さらには

日本、中国、韓国、インド、豪州、ニュージーラ

ンドといった周辺国との自由貿易協定（ＦＴＡ）/

経済連携協定（ＥＰＡ）を通じて貿易・投資の自

由化を進めてきた。また近年、特に上記ＡＳＥＡ

Ｎとしての中心性を確保するため、域内の連結性

（connectivity）をいかに強化していくかという問

題意識を強く持つようになっており、その観点か

ら、2012 年にＡＳＥＡＮインフラ基金（ＡＩＦ）

を創設し、域内の道路・鉄道等の交通インフラ、

電力やＩＴ等のインフラ整備を進めていく動きを

加速させている。

２．ＡＳＥＡＮとアジア太平洋諸国の経
済連携

一般的に、どの国・地域から優先的にＦＴＡ / Ｅ

ＰＡを通じての経済連携を進めていくかについて

は、経済的基準、政治外交的基準、および実現可

能性基準という３つの基準が政策当局の念頭に置

かれていると言えよう。第一の経済的基準は、当

該国・地域が経済的に密接な相互依存、補完関係

にあるのかどうか、ＦＴＡ / ＥＰＡが双方向に利益

をもたらすことになるのか、といった点である。

ＦＴＡの経済効果としては、よく指摘されるよ

うに、加盟国間の貿易障壁の撤廃により加盟国間

の貿易が創出される貿易創出効果、非加盟国から

の輸入が加盟国からの輸入へ転換される貿易転換

効果、加盟国間の貿易障壁撤廃によって市場規模

が拡大する効果などがあるが、加盟国、非加盟国

を含め、全体としてはプラスの効果というのが多

くの実証研究の結果であり、特に市場拡大、競争

促進などの中期的な効果はプラスとの指摘が多

い。第二の政治外交的基準は、経済的安定性や利

益だけでなく、地域の政治的安定性を達成するこ

とが期待されるのか、また当該地域の国際的発言

力の強化につながるのかどうか、という点である。

第三の実現可能性基準は、言うまでもなく、Ｆ

ＴＡ / ＥＰＡが妥結する現実的な可能性があるの

か、という点である。

日本は、1967 年のＡＳＥＡＮ発足当初から、

企業を中心として、輸出市場や直接投資先、さら

には資源の輸入先として、ＡＳＥＡＮとの経済関

係を重視していたが、政府としても、2000 年代

に入り、こうした３つの基準から、当面ＦＴＡ /

ＥＰＡを進めるべき優先地域として、ＡＳＥＡＮ

や韓国を念頭に置くようになったと見受けられ

る（韓国とは、種々の理由から、その後なお進展

していない）。歴史的・国際的に見ると、ＥＵや

北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）に見られるよう

に、経済的相互依存と政治的連携は表裏一体の関

係にあり、政治外交的基準重視の傾向が強い。米
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国やカナダ、メキシコ等が米国を中核にＮＡＦＴ

Ａ、さらには中南米へと連携を拡大させてきたの

は、単に市場統合による経済的な利益のみなら

ず、政治外交的観点から、地域全体として、戦略

的な意味での一体感を形成する効果を期待してい

るという面も強い。アジアでは、例えば中国とＡ

ＳＥＡＮとのＦＴＡは、中国の得る経済的利益は

ＡＳＥＡＮの得るそれよりはるかに小さいと思わ

れるが、それにもかかわらず、中国が積極的にＡ

ＳＥＡＮとのＦＴＡを進めたのは、まさに政治外

交的な考慮が大きく働いたためではないかと思わ

れる。米国は、ＡＳＥＡＮ発足以来、もっぱら政

治外交面から同地域を重視してきたが、イラク戦

争といった国際情勢から、しばらく中東地域に注

意が向いていた。近年、ＡＳＥＡＮの一部の国も

関心を示しているＴＰＰは、それ自体経済連携強

化を目的としているが、米国がこれを主張するよ

うになった背景には、当然、経済成長が著しく、

アジア・国際社会の中で、政治経済の両面でプレ

ゼンスを高める中国の存在がある。中国が、米国

の「戻ってきたアジア戦略」と呼んでいるゆえん

である。

３章　インフラ建設とアジア
１．経済成長を促すインフラ建設

ＡＳＥＡＮの近年の問題意識は中心性と連結性

という二つの単語で表現されることが多いが、こ

れを確保するための大きな鍵がインフラ整備（特

に輸送インフラ）である。一般的に途上国でのイ

ンフラ建設は、直接的には有効需要となり、また

資本ストックという生産要素の増加を通じ、途上

国の成長を押し上げる効果がある。さらに間接効

果として、その外部性から、例えば情報や交通イ

ンフラ等の改善を通じて全要素生産性（ＴＦＰ）、

特に労働生産性が上がることが期待される。特に

間接効果については、輸送インフラの不足が輸送

コストを増大させ、経済主体の市場へのアクセス

を妨げること、電力不足が正常な生産活動を阻害

するといったことは途上国で広く見られ、インフ

ラ整備を通じそうした阻害要因を除くことは、中

長期的に途上国の構造問題を改善し、その成長を

持続的なものにするという点で、直接効果以上に

開発援助の観点から意義がある。

２．発展段階によって異なるインフラ需要

アジアには多くの途上国があるが、その発展段

階は一様ではない。ＡＳＥＡＮ域内でも、高所得

国のシンガポールから、マレーシア、タイ、フィ

リピンといった中所得国、ＣＬＭＶ後発国（うち

ベトナムは、2011 年に中所得国の仲間入りを果

たしている）と、発展段階に大きなばらつきがあ

る。どのセクターのインフラ建設が成長により有

効かは、発展段階によって異なってこよう。実証

研究１によれば、低所得国、中所得国下位、同上

位、高所得国、おのおのにつき、電話線・携帯電

話、道路、鉄道網、電力等エネルギーといった分

野がその成長に大きく貢献している。経済発展が

進むにしたがって、通信分野から、輸送、そして

エネルギー分野へと、インフラ投資の優先順位が

移っていくということが言えるようである。ＡＳ

ＥＡＮ全体を考えた場合、ＡＳＥＡＮ自体認識し

ているように、域内の地理的条件や発展段階のば

らつきを考えると、まずは輸送インフラの整備が

―――――――――――――――――
１）“Infrastructure’s Role in Sustaining Asia’s Growth”, Douglas H. Brooks and Eugenia C.Go, ADB Economics 

Working Paper Series No.294, 2011
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域内全体の発展を促進するうえで、最も効果的か

もしれない。

３．膨らむアジアのインフラ需要

2012 年に創設されたＡＳＥＡＮインフラ基金

（ＡＩＦ）は、向こう 10 年間で 40 億ドルの融資、

それによって 130 億ドル相当のインフラ関連プ

ロジェクトの掘り起こしを見込んでいるが、アジ

ア途上地域の潜在的インフラ需要は、はるかにこ

れを上回る。例えば、南々協力推進を目的とし

てインドが設立したシンクタンク、Research and 

Information System for Developing Countries（Ｒ

ＩＳ）は、2007 ～ 12 年、年平均 4,120 億ドル

（同期間総額で２兆ドル以上）が、道路、鉄道、

空港、港湾、電力等のインフラ投資に必要、また

グローバル経営コンサルティングのマッキンゼー

は、2011 年以降 10 年間、総額８兆ドルが必要

と推計している。いずれも、膨大な資金需要をど

のようにファイナンスしていくのかが大きな課題

と指摘しており、そうした中で、二国間、多国間

の援助資金が大きな役割を果たしていくことは間

違いない。アジア諸国の国別のインフラ整備状況

のおおまかなイメージは、世界経済フォーラム（Ｗ

ＥＦ）の国際競争力年次報告書から見てとれる。

ＡＳＥＡＮ途上国（ミャンマー、ラオスは、調査

対象に含まれていない）のうち、マレーシア、タ

イは世界平均を上回っているが、その他加盟国（特

にベトナム、フィリピン）は、いずれも世界平均

を大きく下回る。

４章　金融分野の協力

金融分野については、周知の通り、1997 ～ 98

年のアジア金融危機が契機となって、アジア域内

図表１　ＡＳＥＡＮ諸国インフラ整備の評価度（2011～12年）

（注）インフラ整備の状況を満点７、最低点０として、識者へのアンケート調査を基に点数化したもの
（出所）World Economic Forum "The Global Competitiveness Report 2012-2013"から大和総研作成

1 2 3 4 5 6 7

マレーシア

タイ

中国

カンボジア

インドネシア

フィリピン

ベトナム

世界平均

台湾

韓国

日本

香港



11

ＡＳＥＡＮ経済統合と後発国

での金融協力の枠組みが急速に整備されてきてお

り、それらにＡＳＥＡＮとしても深く関わってい

る。一般的には、貿易や投資という実態面の統合

後に、それを円滑に進めるために金融面での統合

がついていくという順序であろうが、アジアでは、

金融のグローバル化の下で、金融危機は国境を越

えて瞬時に波及することが明らかになり、金融面

での協力がより切迫したものとして先行している

と言える。

１．マルチ化されたＣＭＩとＡＳＥＡＮ
後発国

金融面での最も重要な枠組みとしては、チェン

マイ・イニシアチブ（ＣＭＩ）とアジア債券市場

育成イニシアチブ（ＡＢＭＩ）がある。ＣＭＩは、

ＡＳＥＡＮと日中韓をネットワークとして、主と

して短期の流動性危機に対応するために設けられ

た各国間の通貨交換（スワップ）の取り決めであ

るが、2010 年、懸案であったＣＭＩのマルチ化

契約が発効したことにより、ＣＬＭＶもＣＭＩに

参加することとなった。マルチ化されたＣＭＩ

は、ＣＬＭＶとの関係で、次の２つの特徴を有す

る。第一は、危機への対応として自国通貨を米ド

ルにスワップできる限度額は、当該国のＣＭＩへ

の拠出額に借入乗数をかけた金額となるが、原加

盟国がいずれも 2.5 であるのに対し、ＣＬＭＶは

５とされていること、第二に、ＣＬＭＶには、そ

の拠出額シェアを超える投票権が与えられている

ことである。ＣＭＩについては、プール資金の総

額 1,200 億ドルは危機対応としてはなお不十分で

はないか等の議論や、ＩＭＦとのリンクへの批判

があるが、ＡＳＥＡＮ後発国に対して特段の配慮

を払うことによって、経済発展段階が大きく異な

る経済を、一本の契約の下でマルチの枠組みに参

加させたという点で注目される。このほか、マル

チ化されたＣＭＩでは、意思決定方式として、拠

出資金総額や各国の拠出額などの基本的な事項は

コンセンサスでの決定によるが、資金の引き出し

といったオペレーション上の決定は３分の２以上

の多数決によることとされており、危機対応に際

しての機動的な意思決定を可能にしている。こう

した点から、マルチ化されたＣＭＩは、今後、他

の様々な地域的枠組みを考える際のひとつのモデ

ルになり得るとの指摘もある２。

―――――――――――――――――
２）“Institutions for Economic and Financial Integration in Asia: Trends and prospects”, Giovanni Capannelli,  

ADBI Working Paper Series No.308, 2011

図表２　マルチ化されたＣＭＩの拠出額と投票権
拠出額

（10億ドル）
拠出額シェア

（％）
借入乗数

引出限度額
（10億ドル）

基本票 拠出票 投票権計
投票シェア

（％）
原加盟国（一国当たり） 4.55 3.793 2.5 11.36 1.60 4.55 6.15 4.37
ベトナム 1.00 0.833 5.0 5.00 1.60 1.00 2.60 1.85
カンボジア 0.12 0.100 5.0 0.60 1.60 0.12 1.72 1.22
ミャンマー 0.06 0.050 5.0 0.30 1.60 0.06 1.66 1.18
ブルネイ 0.03 0.025 5.0 0.15 1.60 0.03 1.63 1.16
ラオス 0.03 0.025 5.0 0.15 1.60 0.03 1.63 1.16
ＡＳＥＡＮ 24.00 20.000 16.00 24.00 40.00 28.41
ＣＭＩ 120.00 100.000 20.80 120.00 140.80 100.00

（注）日本、中国（含む香港）の拠出額（拠出額シェア）、投票シェアは、いずれも、384億ドル（32％）、28.41％、韓国は
　　　日中の２分の１
（出所）ＡＳＥＡＮ公式ウェブサイト等から大和総研作成
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２．アジア債券市場育成イニシアチブ

アジア債券市場育成イニシアチブ（ＡＢＭＩ）

もアジア金融危機を契機としているが、第一に、

アジア途上国は銀行を中心とした間接金融へ過度

に依存しており、それがこれら経済の外的ショッ

クに対する脆弱性を高める結果となっているこ

と、第二に、アジア途上国は総じて国内に大きな

貯蓄を有しており、これをインフラ投資等に円滑

に回していく金融の仕組みが欠如しているという

問題意識から、この地域の現地通貨建て債券市場

を、マルチの枠組みで育成支援していく観点から

創設されたものである。2003 年発足後の重要な

実績としては、アジア・ボンド・オンラインの立

ち上げ（2004 年、ＡＤＢが支援してデータの整

備モニターを行う）、信用保証・投資ファシリティ

（ＣＧＩＦ）の設立（2010 年、出資規模７億ドルで、

ＡＳＥＡＮは 10％の 7,000 万ドル拠出）、ＡＳＥ

ＡＮ＋３債券市場フォーラム（ＡＢＭＦ）の設置

（2010 年）等がある。

ＡＢＭＩの取り組みもあって、ＡＳＥＡＮ原加

盟５カ国の債券市場規模は、大きく伸びている。

ただし、５カ国を合わせた債券市場規模の対ＧＤ

Ｐ比は、2000 年末 42.6％、2012 年３月末 48.6％

と、なおあまり大きくは伸びていない。また、シ

ンガポールを除き、各国とも債券の大半は国債で、

企業債市場の成長は緩慢である。企業債市場がＡ

ＢＭＩの取り組みにもかかわらず伸びてこなかっ

たことには、アジア危機後、各国の企業の投資態

度が慎重になって資金ニーズが落ちたことに加え、

企業自身がその利益体質を強化し、投資資金ニー

ズを自らの内部資金で賄うようになったというマ

クロ循環的な要因が考えられ３、アジア地域での債

―――――――――――――――――
３）“ASEAN5 Bond Market Development: Where Does it Stand? Where is it Going?”, Joshua Felman et. IMF 

Working Paper WP/11/137, 2011

図表３　ＡＳＥＡＮ５現地通貨建て債券発行残高

（注）2012年は３月末の数値
（出所）Asian Bonds Onlineから大和総研作成
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券市場の一層の発達は必要ない、または潜在成長

性がない、ということでは決してないだろう。

ＣＬＭＶ各国については、ＡＢＭＩの関係資料

等によると、2011 ～ 12 年、カンボジアは、国

有企業の資本増強のために経済財政省が発行する

非譲渡債券（３年）が若干あるのみ、ラオスは、

財務証券・政府保証債（１年）が２件、やはり国

有銀行の資本増強等のための国債の発行（３～５

年）が３件ある。またミャンマーでは、期間２、３、

５年の国債発行が若干見られるが、ほぼ 100％

銀行によって保有されている。これは国債が中央

銀行の商業銀行への流動性支援の手段となってお

り、中央銀行への準備金として適格性が与えられ

ているためとされている。ベトナムは、財務省・

中央銀行が歳入確保のため、１～ 15 年の国債・

政府保証債を、市中の流動性や金利を見ながら適

宜発行、企業債の発行も若干見られるもようであ

り、後発国の中では比較的進んでいる。ＡＢＭＩ

の取り組みの中で、ＣＬＭＶ各国の債券市場育成

支援も始まっているが、市場インフラが総じてな

お極めて未成熟な状況にあり、同時並行的に支援

が行われているインドネシアやフィリピン、また

より進んでいるタイやマレーシア等での経験も参

考にしながら進めていくことが有効ではないかと

思われる。

５章　ＡＳＥＡＮ統合とＣＬＭＶ
１．開発格差の実態

1990 年代後半、ＣＬＭＶが相次いでＡＳＥＡ

Ｎに加盟したことによってＡＳＥＡＮは拡大した

が、他方で、域内に経済発展段階が大きく異なる

経済を抱えることとなった。一人当たり所得、貧

困比率等、いずれの指標で見ても大きな開発格差

（development gap）があることは明らかで、総

合的な指標である人間開発指数（ＨＤＩ）は、最

も高いシンガポールから最も低いミャンマーまで

0.866 から 0.483 と開きがあり、ＣＬＭＶ各国が

ＡＳＥＡＮに加盟して以降も、格差が縮小する傾

図表4-1　ＡＳＥＡＮ諸国のＨＤＩ（2011年）

ＨＤＩ 平均寿命 平均教育年数 予想教育年数
一人当たり所得

（2005年ＰＰＰ米ドル）
シンガポール 0.866 81.1 8.8 14.4 52,569
ブルネイ 0.838 78.0 8.6 14.1 45,753
マレーシア 0.761 74.2 9.5 12.6 13,685
タイ 0.682 74.1 6.6 12.3 7,694
フィリピン 0.644 68.7 8.9 11.9 3,478
インドネシア 0.617 69.4 5.8 13.2 3,716
ベトナム 0.593 75.2 5.5 10.4 2,805
ラオス 0.524 67.5 4.6 9.2 2,242
カンボジア 0.523 63.1 5.8 9.8 1,848
ミャンマー 0.483 65.2 4.0 9.2 1,535
（注）ＨＤＩは、健康（代理変数として平均寿命）、知識（同、教育年数）、生活水準（同、一人当たり所得）
　　　を基に、一定の算式から算出された値で、経済発展の程度を総合的に示す指数
（出所）国連開発計画（ＵＮＤＰ）「人間開発レポート」から大和総研作成
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向は見られない。

２．経済統合の効果と開発格差

域内に大きな開発格差を抱えることは、ＡＳＥ

ＡＮが目指す経済統合にとって、どういう意味を

持つのか、どのように対応していくべきか、とい

う問題意識は、ＡＳＥＡＮ内部でも、ＣＬＭＶ諸

国がＡＳＥＡＮに加盟する前後の早い段階から出

てきており、こうした問題意識から、ＡＳＥＡＮ

は、2002 年にＡＳＥＡＮ統合イニシアチブ（Ｉ

ＡＩ）を打ち出した。ＩＡＩでは、４つの取り組

むべき優先分野として、インフラ建設、人材育

成、ＩＴ、地域経済統合の推進が掲げられ、その

後 2005 年の中間レビューで、観光産業育成や貧

困救済等が付け加えられている。ただ同時に、Ｉ

ＡＩのプロジェクトについては、受け入れＣＬＭ

Ｖ側の関係省庁間の調整やプロジェクト間の整合

性の欠如、言語の問題があり、さらにはそもそも

各国・地域が、労働力資源の質やコスト、物的イ

ンフラ、法整備等のソフト面でのインフラ等、ど

こに比較優位があるのかを考え、最適な生産ネッ

トワーク、サプライチェーンをその地域内に設け

るが、経済統合が進めば、域内の輸送コストの低

下等から、そうしたことがより容易になり、域内

に様々な産業が拡散していく効果が期待できる。

しかし、規模のメリットが大きい分野では、経済

統合に伴い、貿易・投資が自由化されてくると、

むしろ専門的労働力やインフラが整い、後背地に

大きな消費市場を有する先進的な国・地域に産業

が集積される傾向が出てくることになる。拡散効

果が大きいと、統合された域内全体に統合の恩

恵が及ぶが（inclusive integration）、集積効果は

むしろ、既存の開発格差を拡大させてしまうおそ

れがあり、近年、集積効果の方が拡散効果より大

きいのではないかとの指摘もある５。一国または

一地域内の経済発展の歴史を見ても、国全体とし

―――――――――――――――――
４）“Development Strategy for CLMV in the Age of Economic Integration”, edited by Chap Sotharith, ERIA 

Research Project Report, 2007 No.4
５）４）と同様

図表4-2　ＨＤＩの推移
1990年 2000年 2005年 2010年

シンガポール N.A 0.801 0.835 0.864
ブルネイ 0.784 0.818 0.830 0.837
マレーシア 0.631 0.705 0.738 0.758
タイ 0.566 0.626 0.656 0.680
フィリピン 0.571 0.602 0.622 0.641
インドネシア 0.481 0.543 0.572 0.613
ベトナム 0.435 0.528 0.561 0.590
ラオス 0.376 0.448 0.484 0.520
カンボジア N.A 0.438 0.491 0.518
ミャンマー 0.298 0.380 0.436 0.479

（注）ＨＤＩは、健康（代理変数として平均寿命）、知識（同、教育年数）、
　　　生活水準（同、一人当たり所得）を基に、一定の算式から算出された値
　　　で、経済発展の程度を総合的に示す指数
（出所）国連開発計画（ＵＮＤＰ）「人間開発レポート」から大和総研作成

受け入れ国側にプロジェク

トへ主体的に参加する意識

が欠如していること等から、

必ずしも期待された効果が

上がってきておらず、こう

した面での改善が必要であ

ることも指摘されている４。

理論分野では、一般的に、

経済統合が域内の個々の経

済に与える効果として、「拡

散効果」と「集積効果」が

指摘されてきた。企業は、
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ては急成長を遂げている中国やインドも、国内で

の地域格差・所得格差は、むしろ急成長の過程で

拡大していることは周知の事実であり、この格差

を是正していくことが大きな政策課題となってい

る。ユーロという共通通貨を創設して金融統合ま

で進めたＥＵの最近の状況を見ても、域内の経済

格差が拡大し、それが統合自体の維持を危うくす

る事態にまで至っている。ＡＳＥＡＮとしても、

今後経済統合をさらに進める過程で、開発格差を

縮小させ、域内のバランスのとれた発展を達成す

るための方策を同時に考えていく必要がある。

み込んでいく（eat）といった事態は、双方にとっ

て望ましくないとの認識が強いと思われる。例え

ばタイの通商当局者は、ミャンマーやラオスは貴

金属資源や天然ガス資源、農産物に恵まれており、

これら経済が同時に発展し、それぞれが自国内に

大きな市場を育てていくことが、近隣のタイ、お

よびＡＳＥＡＮ経済全体にとっても大きなチャン

スになることを強調している 7。またタイ全域に散

らばる様々な生産拠点には、ミャンマーからの多

数の出稼ぎ労働者が働いているが、今後比較優位

が働いて、ローエンドの生産拠点がタイからミャ

ンマーに移ると、それと同時に多くのミャンマー

―――――――――――――――――
６）“Will ASEAN Economic Integration Help the Poor?”, Romeo A. Reyes, ASEAN Secretariat, 2004
７）“Myanmar Reforms boost Asean single market goal by 2015”, BusinessMirror, 01 MARCH 2012

実際、ＡＳＥＡＮ事務局は、既にそ

の 2004 年のレポートで、「ＡＳＥＡＮ

の経済統合は貧困を救うのか？」と題

して、この問題を取り上げている６。そ

こでは、開発格差の縮小自体がＡＳＥ

ＡＮ統合の目的であり、統合を実現さ

せるための必要条件であること、統合

と開発格差の縮小は相互依存の関係に

あり、格差縮小が統合を容易にする一

方、統合が格差縮小につながるという

認識を示しつつも、経済統合を進める

ために必要な貿易・投資の自由化は、

弱者により大きな調整コストを強いる

ことになるので、「貧困に配慮した自由

化 政 策（pro-poor trade & investment 

policies）」を採っていくことによって、

格差を縮小させつつ統合を進めること

が可能になってくるとしている。域内

で相対的に進んだ国も、統合プロセス

の中で、単に進んだ国が遅れた国をの
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からの出稼ぎ労働者も帰国する事態になり、ＡＳ

ＥＡＮ域内の新たなサプライチェーンの形を考え

ていく必要がある。そうした変化は、ミャンマー

自身の経済が発展することで歓迎すべきである一

方、タイ経済はさらに高付加価値化していく必要

が生じるという形で、全体がアップグレードして

いくプロセスが重要になるとの認識が持たれてい

る。

３．バランスのとれた経済統合に向けて

統合によって開発格差を拡大させず、むしろ縮

小させていくためには、貧困削減を主眼とした国

際的な援助の枠組みに加え、ＡＳＥＡＮ全体とし

ての後発国に配慮した経済統合の進め方、そして

ＣＬＭＶ自身の開発政策のあり方といった全ての

要素が関わってくる。当面、特に以下のような取

り組みをさらに強化していくことが有効だろう。

①ＳＥＺの開発：経済特区（ＳＥＺ）を設け、そ

こを集中的に整備すること。すなわち、まず限

られた地域の物的インフラを整備し、投資優遇

策を導入、またそこでの各種行政手続きも効率

的かつ簡便なものにしていくこと。ＣＬＭＶ諸

国は、ＡＳＥＡＮの中でも地理的に戦略的な位

置関係にあるところが多く、こうしたＳＥＺは、

他のＡＳＥＡＮ近隣諸国とのアクセスが容易な

国境を接する地域や、沿岸に位置する港湾地域

などが有効であろう。例えばミャンマーでは、

こうした地理的戦略性を念頭に置いて、現在、

３つのＳＥＺが開発済み、または開発途上にあ

る。

②輸送ハブの構築：上記ＳＥＺの開発は短期的に

最も効率的だが、これだけでは、必ずしも国全

体にその効果が浸透しない。ＳＥＺを拠点とし

つつ、近隣諸国間との鉄道・道路等の交通イン

フラを、「点」ではなく「面」の形で整備して

いくことが有効であろう。実際、この面での取

り組みは、国際的にもＡＤＢの支援等で、以前

から行われてきている。ＣＬＭＶは、相対的に

比較優位を有すると思われる食品産業や縫製産

業、資源採掘関連の産業などをさらに育成し、

そのニーズに応える形で輸送インフラを整備し

ていくと、それが将来的に産業の高度化をもた

らしていくという好循環も期待できる。

③人材・組織の育成強化：後発国自身の適切な開

発戦略の企画・実行は、開発格差を縮小させる

持続的な力となる。この点で、ＣＬＭＶの行政

等各種組織は、金融の基礎的インフラをはじめ

として、総じてなお極めて未成熟な段階にあり、

その組織強化のためには、国際的に様々な支援

を提供し、また経験を伝達していくことが必要

だろう。また、人材面では、ＣＬＭＶは、いず

れも潜在的に有能で豊富な労働力を抱えている

と言われているが、しばらくは、初等・中等教

育や専門職業学校教育の充実に努め、その後、

経済発展・産業高度化が進むにしたがい、より

高度のアカデミックな教育も充実させていくこ

とが現実的かつ効率的ではないか。
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